
【別紙１】 税制改革 工程表 

 ～2011（H23）年 2012（H24）年 2013（H25）年 2014（H26）年 2015（H27）年 

【消費税】      

①社会保障目的税化 

 

②税率（国・地方） 

 

 

③課税の適正化 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【消費税以外の消費課税等】      

①酒税      

②地球温暖化対策

のための税 

 

 

③燃料課税 

④車体課税 

     

⑤車体課税 
 

 

 

⑥印紙税 

  

 

   

27 年 3・4 月 

エコカー減税期限 

【個人所得課税】      

 ①税率構造 

 

  

 一体改革法案 

 
 

 

 

 

一体改革法案 26 年 4 月実施 

26 年 4 月 

8％へ引上げ 

27 年 10 月 

10％へ引上げ 

上記②と併せて実施 

〔消費税率の引上げに併せて見直しを検討〕

23 年度改正→削除 

24 年度 

改正法案

（参考）森林吸収源対策や地方の地球温暖化対策に関する財源確保について 24 年度税制改正大綱を踏まえ検討 

24 年 10 月

施行 

24 年度 

改正法案

24 年 4・5 月

施行 

当分の間税率見直し

エコカー減税の拡充

〔引き続き検討〕

〔24 年度税制改正大綱に沿って見直し〕

22 年度改正 
（自動車重量税の負担軽減等）

 

〔工事請負、不動産、領収書について負担軽減を検討〕

 ②金融所得課税 

 

 

    
 

 

 

 

 ③諸控除 

   a)給与所得控除

の上限設定 

    
 

25 年 1 月施行 

  

  b)上記以外 

 

     

 ④高齢者・年金に

関する税制 

 

   
 

  

【法人課税】      

法人実効税率  24 年度～   27 年度～ 

  実効税率5％引下げ   実効税率５％引下げ実現 

      
 
 

 

     

【資産課税】      

①相続税・贈与税

の見直し 

  
 一体改革法案 

〔23 年度改正と同内容〕

  

 

 

②事業承継税制 

 

            

【地方税制】      

地方法人特別税・ 

地方法人特別譲与税 

     

復興特別法人税（～27 年度）

〔見直し検討〕

社会保障改革の内容等を踏ま

えながらあり方検討 

24 年度改正法案

（注）新しい年金制度の創設については、「平成

25 年の国会に法案を提出」とされている。 

年金制度改革を踏まえ検討 

26年 1月～の本則税率

化を前提に公社債の課

税方式・損益通算検討

上記①と併せた施行 

雇用と国内投資拡大の観点から、

今般の引下げの効果等を検証し

つつ、新成長戦略も踏まえ、法人

課税について引き続き検討 

22 年度改正 
（年少扶養控除廃止等） 
23 年度改正→削除 
（成年扶養控除縮減） 

23 年度改正→削除 

23 年度改正→削除 

23 年度改正等 

実効税率 5％引下げ 

及び復興財源確保法 

23 年度改正 
（26年 1月から本則税率化）

26 年 1 月 

 本則税率（20％）

27 年 1 月施行 

27 年 1 月施行 

〔一体改革に併せて抜本的に見直し〕

【その他】      

社会保障・税番号制度   

番号（マイナンバー）法案

・同整備法案 

  

26 年中 

  「番号」を交付 

 

27 年 1 月 

「番号」の利用開始 
  

（参考１）上記の税制改革にあわせて、第２部第２章に記述している政治改革・行政改革への取組を進めていく。 
（参考２）東日本大震災からの復旧・復興財源を確保する観点から、上記の法人課税に係る措置のほか、個人所得課税について以下の措置が講じられている。 

・復興特別所得税（平成 25 年～平成 49 年。所得税額の 2.1％。） 
・個人住民税均等割の引上げ（平成 26 年 6 月～平成 36 年 5 月。年 1,000 円。） 
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【別紙２】 

 

適正転嫁等への取組について 

 

平成元年４月の消費税の導入時及び平成９年４月の消費税率の引上げ時に

おいては、関係府省が連携して、適正転嫁のための広報・相談活動、事業者の

優越的地位の濫用防止に向けた取組、便乗値上げ防止のための取組等を実施し

たところであるが、今般の消費税率（国・地方）の引上げにあたっては、段階

的な引上げになることも踏まえ、円滑かつ適正な転嫁に支障が生ずることのな

いよう、事業者の実態を十分に把握し、以下の取組を含め、より徹底した対策

を講じていくこととする。 

 

（１）消費税の円滑かつ適正な転嫁に資するため、事業者等が消費税の転嫁・

表示等に関して行う行為についてのガイドラインを策定し、その周知徹底、

相談等を行う。 

（２）中小事業者向けに相談窓口を設置するとともに、講習会の開催等を行う。 

（３）取引上の優越的な地位を利用して下請事業者等からの転嫁要請を一方的

に拒否すること等の不公正な取引の取締り・監視の強化を行う。 

（４）競争制限的行為による便乗値上げを防止するための独占禁止法の厳正な

運用や便乗値上げ防止のための調査・監督及び指導を行う。 

（５）適正転嫁等への取組を効果的に推進する観点から、関係行政機関相互の

緊密な連携を確保し、総合的に対策を推進するための本部を内閣に設置す

る。 
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【別紙３】 

 

社会保障・税番号制度導入に伴う税制上の対応 

 

  社会保障・税番号制度の導入に伴う税制上の対応については、平成 24 年通

常国会への提出が予定されている「行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律」（以下「マイナンバー法」という。）の整備法

等において、次に掲げる所要の措置を講ずる。 

（１）申告書・法定調書等の記載事項への「番号」の追加 

① 税務署長等に提出する申告書等の記載事項 

イ 税務署長、国税局長、国税庁長官及び国税不服審判所長又はその職員

（以下「税務署長等」という。）に提出する申告書、申請書、届出書そ

の他の税務関係書類（所得税法、相続税法等に規定する調書等（以下「法

定調書」という。）を除く。以下「申告書等」という。）に記載すべき事

項に、次に掲げる者の「番号」（個人番号及び法人番号をいう。以下同

じ。）を追加する。 

(ｲ) 当該申告書等を提出する者 

(ﾛ) 申告書等に記載された所得税の控除対象となる配偶者及び扶養親

族 

(ﾊ) 申告書等に記載された青色事業専従者及び白色事業専従者 

(ﾆ) その他氏名等が申告書等の記載事項となっている者 

ロ 源泉徴収義務者等を経由して税務署長等に提出すべきこととされて

いる申告書等（非課税貯蓄申告書等）を受理した当該源泉徴収義務者等

が、当該申告書等に記載すべき事項の範囲に、当該源泉徴収義務者等の

「番号」を追加する。 

② 税務署長に提出すべき法定調書の記載事項 

税務署長に提出すべき法定調書の記載事項に、法定調書の提出義務者、

法定調書の対象となる金銭等の支払等を受ける者その他法定調書に記載

すべき者（生命保険契約に基づく契約者等）の「番号」を追加する。 

③ 税務署長等以外の者に提出する税務関係書類の記載事項 

税務署長等以外の者（源泉徴収義務者等）に提出する税務関係書類（非

課税貯蓄申込書等）に記載すべき事項に、当該税務関係書類を提出する者

の「番号」を追加する。 

④ 地方公共団体に提出する申告書等の記載事項 

地方公共団体に提出する申告書等に記載すべき事項に、次に掲げる者の
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「番号」を追加する。 

イ 当該申告書等を提出する者 

ロ 申告書等に記載された個人住民税の控除対象となる配偶者及び扶養

親族 

ハ 申告書等に記載された青色事業専従者及び白色事業専従者 

二 その他氏名等が申告書等の記載事項となっている者 

⑤ 地方公共団体に提出すべき給与支払報告書等の記載事項 

地方公共団体に提出すべき給与支払報告書等の記載事項に、給与支払報

告書等の提出義務者、給与支払報告書等の対象となる給与等の支払を受け

る者その他給与支払報告書等に記載すべき者の「番号」を追加する。 

 

（２）告知及び本人確認すべき事項への「番号」の追加等 

① 申告書等の提出の際に告知及び本人確認すべき事項への「番号」の追加 

上記（１）①ロの申告書等を提出する者が源泉徴収義務者等に告知すべ

き事項及び当該告知を受けた者が本人確認すべき事項に、当該申告書等を

提出する者の「番号」を追加する。 

② 法定調書の対象となる金銭等の支払等の際に告知及び本人確認すべき

事項への「番号」の追加 

法定調書の対象となる金銭等の支払等を受ける者がその金銭等の支払等

をする者に告知すべき事項（告知書に記載して提出すべき事項を含む。）及

び当該告知を受けた者が本人確認すべき事項に、当該金銭等の支払等を受

ける者の「番号」を追加する。 

③ 本人確認書類の整備 

告知及び本人確認を行う際に提示すべき本人確認書類について、次に掲

げる者の区分に応じ、それぞれ次に定めるものを追加する。 

イ 「個人番号」が付番された個人 番号カード又は番号の記載のある住

民票の写し 

ロ 「法人番号」が付番された法人等 国税庁長官が発行した法人番号の

通知書等 

 

（３）その他所要の規定の整備を行う。 

 

（４）施行時期 

① 原則 

マイナンバー法における「番号」の利用開始日（以下「番号利用開始日」
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という。）の属する年分以後の所得税及び贈与税の申告書、同日の属する

年分以後の所得に係る個人住民税等の申告書、同日以後に開始する事業年

度に係る法人税等の申告書、同日以後の相続又は遺贈に係る相続税の申告

書、同日以後に開始する課税期間等に係る消費税等の申告書、同日以後に

提出すべき申請書、届出書その他の税務関係書類（申告書及び法定調書を

除く。）並びに同日以後の金銭等の支払等に係る法定調書及び告知・本人

確認について適用する。 

② 経過措置 

法定調書の対象となる金銭等の支払等のうち、番号利用開始日前の契約

の締結等の際に既に告知及び本人確認しているため当該契約の締結等の

日以後の金銭等の支払等の都度、告知及び本人確認することを要しないこ

ととされているものに係る「番号」の告知及び本人確認については、上記

①にかかわらず、番号利用開始日から３年を経過する日後の最初の金銭等

の支払等の時までに行うことができることとする。また、当該期間内に提

出すべき当該金銭等の支払等に係る法定調書については、「番号」の告知

及び本人確認が行われない限り、当該法定調書に記載すべき事項のうち

「番号」の記載は要しない。 
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